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司会（三根営業管理部

長） 今回の座談会も昨

年同様、「昨年度の回顧

と今年度の展望」及び

「今後の事業の取組み」

の２部構成で進めます。

まずは前半の「昨年度の

回顧と今年度の展望」について、初めに本部

長に伺います。

橋本部長 昨年度（2007年度）の木材建材

事業本部の業績は売上・営業利益ともに2006

年度を下回った。2006年度が好調であったこ

ともあり昨年度の不調は際立つ結果となった。

各部門の結果は部門長に報告してもらうと

して、全体を総括したい。昨年度の初めに事

業環境の厳しさを予想していたが、改正建築

基準法の影響による大幅な着工減というハー

ドランディングになると想定しておらず対応

が不十分であった。残念に思う。

しかし、今般の経験で以下の４点が見えて

きた。①今後来るであろう100万戸時代を前

倒しで経験した。即ち、木質建材、外装材、
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住設機器等の木材・建材

の供給過多の状態が業界

にどのような影響を与え

るかを体験した。②輸出

は良いが国内は悪いと言

うように業界の中で片寄

りがでている。また、製

品市況下落に対する対応力を企業がどれほど

持ち合わせているかが次の時代の生き残り条

件となる。③以前の木建業界では考えられな

い資本の再構築が出始めた。個人オーナー会

社が多い業界なので一気に進むかどうかは判

らないが、投資ファンドも参入しＭ＆Ａが活

発化している。④商社としての当社の機能は、

物流・ソフト（インフラを含む）、資本の３

本あるが、ソフト機能ではイノス、PF21、

住あんしんの拡大を果たし、また資本機能で

は後継者ファンドを立ち上げた。業界支援の

重要性は更に増してくるであろう。

――　今年度の展望はどう考えられますか。

橋本部長 今年度の住宅着工戸数は下期

を期待し115万戸としたい。今年度の特徴は

以下の４つと考える。①業界全体が着工減の

波をかぶっており、業績安定企業においても

販売先の不渡りあるいは破綻のリスクが高ま

っている。パートナーシップを深く築き、パ

ートナー支援を早め早めにすることが重要に

なる。②規制・コンプライアンスへ早めの対

応した企業とそうでない企業の差が一気に出

る。③木材や森林を戦略資材として扱い始め

ている国が出ている。当社の強みである“海

外調達力”を強力に発揮する年となった。④

メーカーはコストダウンの余地が少なく、商

品開発力の戦いになってきた。

――　では、各部から昨年度（2007年度）

の回顧と今年度の展望をお願いします。木材

部と建材部については昨年10月号で「どうな

る下期の木材・建材市場動向」でとりあげて

いますが、通期での回顧でお願いします。ま

ず木材部から。

関本木材部長 前期業

績は非常に不本意な結果

となったが、２つの大き

な要因で木材市況が大き

く下落したためであっ

た。①改正建築基準法の

影響で住宅着工数が減

少、需要の低迷により合板・集成材価格が下

落した。②７月のロシア輸出関税アップ前の

駆込み輸入後、その後の需要落ち込みで在庫

が増大し、原材料販売が落ち込んだ。合板メ

ーカーは現在も苦しんでいる。

価格の変動を見ると、輸入合板価格は年末

にはピーク時から500円／枚値を落としたが

現在年末から100円／枚程戻している。国内

針葉樹合板価格も一時はピーク時から600

円／枚程値を落とし、今ではやや持ち直して

いるものの在庫調整が進んでおらず、値上げ

の勢いは弱い。

集成材柱価格もピーク時から650円／本も

急落したが、今では下落幅の半値近い300

円／本程値を戻している。集成材柱が輸入合

板や国内針葉樹合板に比べ値戻しのピッチが

早いのは、集成材柱は10月頃から入荷調整が

一気に進み、在庫数量の減少につながったこ

とで、需給バランスが取れ、それにより価格

が落着き回復したからである。

2007年の丸太、製品入荷数量は2006年比の

85％、集成材は同79％に調整されてきている。

こうした商品は在庫調整がいつ終了するかが

ポイントとなっている。

昨年度は、商社の役割について考えさせら

れた１年であった。例えば合板についてみる

と、各商社の思惑で在庫調整がつかず、価格

下落を長引かせてしまった。

――　では今年度の展望については。

関本木材部長 原油価格の上昇、海上輸送

関本木材部長

橋本部長

需要にあった入荷・
仕入れ体制を構築
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運賃の高騰等コスト高が続いていることや、

急激な為替の変動、株安等日本経済の先行き

不透明感が強まっている。他にもロシアの輸

出関税が来年１月１日から25％から80％にな

る。また、南洋材の輸出協定（NFA）加盟

８社のリベートが国税局に所得隠しと認定さ

れた問題で現地からの配船も非常にタイトな

状況にある。

住宅着工回復はおそらく下期まで期待でき

ないことから、需要にあった入荷・仕入れ体

制を構築することと取引先と密なコミュニケ

ーションをとり情報公開をすばやくし迅速に

対応することで乗り切りたい。

国産材については、今期より子会社のフォ

レストサービスに業務を移管したが、当部と

してもフォレストサービスと連携を取り、住

友林業グループとして国産材の取扱量を増や

していく計画である。

――　集成材工場の供給過多は今年も続く

と考えられますか。

関本木材部長 昨年は集成材工場の長尾の

倒産、また今年９月末には十條集成材の操業

停止の話も聞いており、国内での淘汰・整理

は進んでいる。集成柱は着工が回復してくれ

ば供給の引締まり感がでてくると思われる。

梁については、米松KD無垢（中国木材が鹿

島工場をオープンした）の供給能力は増加し

ており、需給バランスが取れるまでは時間が

かかると思われる。

――　輸入合板や国内針葉樹合板の需給バ

ランスについては。

関本木材部長 輸入合板については、輸入

と在庫のバランスが取れてきており、為替の

大きな変動がなければ、比較的堅調に推移す

ると見ている。国内合板は現在およそ30万

m3で在庫量は非常に高く、生産調整で在庫

を適正水準の１カ月未満に落す必要がある。

――　建材については着任早々ですが宮崎

部長に商品状況と業界再編を含めてお願いし

ます。

宮崎建材部長 昨年６

月20日に施行された改正

建築基準法による確認申

請厳格化の影響で昨年度

後半大きく減少し、年明

け以降も回復していな

い。メーカー・流通とも

に急激な需要の収縮で混乱している。

商品状況では

①木質建材は、特に木質フロアーの生産．

出荷がとも二桁減少し需要の奪い合いとなっ

た。特に複合フロアーの売上が低迷した。昨

年メーカーに入る台板価格が値下がりし、製

造コスト低減になったにも関わらず生産量の

絞込みができず供給過多で商品価格が低迷

し、収益悪化となっている。メーカーは価格

競争に左右されないオンリーワン商品開発に

動いている。

②金属建材は、アルミサッシが上期は値上

げや内部部材の樹脂化の影響で数字を落とし

た中、下期はさらに価格競争により価格が弱

含みで推移し、前期比大きく売上減となった。

金属外装材では、上期はリフォーム需要で前

期比プラスとなったが、下期には首都圏での

リフォーム減少や北海道・東北の気候要因で

▲５％以上で推移している。

③窯業建材はコストの上昇と市場の縮小に

苦しめられた。ただ石膏ボードは一昨年の値

上げ予定を翌４月に遅らせて値上げし新値を

浸透させたため、秋に需要減となっても収益

面では大きな傷を受けなかった。

出荷量は６月から前年マイナスとなり、市

場が拡大した一昨年に比べ、５年振りに数量

の減少となった。窯業サイディングは今年２

月のＪＩＳ改正で最低厚が12ミリから14ミリ

に引き上げられることになった。12ミリは出

荷量の過半数を占めていたので、メーカーは

14ミリ商品の新価格の浸透を図っている。収

益面で悪化していたが、14ミリのコスト維持

できれば利益増のチャンスとなる。

宮崎建材部長
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断熱材については５割以上のシェアを持つ

グラスウールが昨年６月に値上げをしたがタ

イミングが悪く、出荷が１割～２割減と大き

く減少した。また、コスト高にも見舞われて

苦戦しており、４月から再値上げの行方が課

題となっている。

④住設機器は、昨年原材料高を理由に値上

げラッシュであったが、製造コストの増大と

市況の悪化が著しく、損益面で価格改正の効

果が現れていない。また、新築・リフォーム

の減少やマンション需要減が確実視されるな

ど不安要素も少なくない。一方海外進出メー

カーについては、衛生陶器やバス商品中心に

販売は好調に推移している。

業界の再編については経営の体質を変えよ

うと持株会社への移行が相次いだ。取引販売

先では営業基盤の拡大、仕入先窓口の拡大、

垂直統合に向けての再編が進んだ。メーカー

については投資ファンドが関与するものも現

れた。この一年収益が悪化しており経営体質

を変えようとする動きが大小問わず続くと思

われる。

今後の展望では、前半は住宅着工の大幅改

善は無いと思われる。所得の伸び悩み、年

金・税金問題で消費者は生活防衛に向かって

いる。後半に期待となるが、分譲マンション

の需要減、貸家の供給過剰など厳しい状況は

変わらないと思われる。

――　メーカーの再編は更に進むと考えま

すか。

宮崎建材部長 更に進む。住設機器メーカ

ーではファンドが活発化する。木質メーカー

も普及品ばかり造っていても競争には勝ち残

れなくなっている。

――　投資ファンドは、メーカーの再編を

ビジネスチャンスと見ており、投資の流れは

更に加速化するのでないかと思われる。司会

の立場ですが一言付け加えておきます。

――　会員増加・棟数増加を図ったイノス

事業についてお願いします。

高桐イノス事業部長■

昨年の住宅着工は106万

戸と2006年の129万戸に

比べ大幅に落ち込み大い

に見込み違いをした。主

に改正建築基準法が原因

であったが、大型物件や

マンションへの影響は特に大きかった。総着

工数が110万戸を割ったのは40年ぶりだが、

それ以上なのが31万戸、1950年以来最低数と

なった持家である。持家のピークは1998年60

万４千戸なので昨年はその半分まで落ち込ん

だことになる。

このようなトレンドの中、ハウスメーカー

は悪いながらも堅調な動きをし、タマホーム

などが出てきてシェアを伸ばしており、一般

工務店の危機感は非常に大きい。イノスが対

象とする在来木造住宅は持家・分譲戸建を合

わせても前年比▲10％以上の40万戸割れにな

り、非常に厳しい環境であった。

少子高齢化が確実となる中で住宅に対する

国の施策は量→質へ、ストック重視へと転換

している。今、活発な市場は団塊ジュニア及

びポスト団塊ジュニア市場だが、イノスも同

市場をメインターゲットとしている。一方、

期待していた団塊世代の“終の住まい”需要

は起きなかった。

イノスの昨年度実績は会員数321社（前年

度比+15％強）、棟数は2006年の1095棟を辛

うじてクリアし苦しい中、善戦したと考える。

今期の展望については、昨年落ち込んだ

７－10月が今期どこまで回復するかがポイン

トで、更に総着工数が10万戸／月を超えれば

持家も３万戸／月を越えることができ、少な

くとも前期より良くなると思われる。住宅着

工の回復は単世帯の増加による需要拡大、又

建替えサイクルが短いアパートなどの貸家か

ら始まるであろう。

今期のイノスはクリティカルマスへ向けて

組織の拡充を図る。会員数400社、棟数1500

高桐イノス事業部長
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棟が目標である。

――　今年度着工数が回復すると見込まれ

る中、一般工務店はそれをどの程度キャッチ

アップできるでしょうか。

高桐イノス事業部長 着工数が回復しても

一般工務店の受注環境は厳しい。ハウスメー

カーとの棲み分けが無くなったことや、ビル

ダーとの競争、とりわけタマホームの出現で

競争が激化しているからだ。工務店に危機感

はあるが、具体的アクションを取れないのが

実情だ。

エンドユーザーと長く付き合える工務店へ

営業・技術・経営支援するのがイノスの使命

である。しかし、家業的経営から事業的経営

へ展開しようとするところが難しいという問

題もある。

――　パワービルダーも苦戦しているよう

ですが開発営業部にお願いします。

梅木開発営業部長 暦

年の2007年分譲戸建住宅

の着工数は前年比▲11.6

％であったが、実感では

２～2.5割ダウンした感じ

を受けた。総じて改正建

築基準法の影響が指摘さ

れているが、特にパワービルダーでは家が売

れなかったことが原因として大きい。

パワービルダーは６月頃（改正法施行と時

期が一致するが）から販売が落ち、夏過ぎか

ら大幅な着工規制を始めたが、在庫増となっ

た。決算数字を見るとビルダーは、完成品在

庫の圧縮や分譲用土地の早期処分、拡大した

販売管理費を支店統廃合などで圧縮するなど

スリム化を図っているようである。スリム化

が進めば今期は盛り返してくるかもしれない

が、ビルダーは資材・工賃を１段下げ、下げ

た販売価格での競争の構図となるかとも思わ

れ、この競争の中でパワービルダー間の優劣

がはっきりしてくるかもしれない。

――　パワービルダーの顧客層に変化は現

れていますか。

梅木開発営業部長 土地価格の上昇・資材

価格の上昇に伴い販売価格が上昇したが、従

来ターゲットとしていた顧客の所得が下がっ

てローンが組めなくなったケースが増えてい

る。パワービルダーは販売価格をもう１段下

げれば、顧客はいると見ているようだ。

――　パワービルダーの土地取得について

は。

梅木開発営業部長 国道16号線の外側では

一部土地価格が下がり始めているが、内側で

は拮抗している。土地の売り物は出ているが

上屋を建てると買える顧客がいなくなる状態

で、取得が進まない。

――　最後に、事業開発部は発足２年目に

なります。昨年度の子会社の製造会社等の事

業環境はどうでしたか。

大竹口事業開発部長■

昨年度は製造子会社にと

ってはかって経験したこ

とのない厳しい事業環境

であった。一般商流を主

体とした製造子会社は期

初からものの動きは良く

なかったが、改正建築法の影響を受け物が全

く動かない状況が続いた。

直需系の製造子会社は上期順調に推移した

ものの、下期主力商品の一つの合板価格が大

幅下落し非常に厳しい状況であった。製造業

全般では、原材料の値上げの影響を受けた。

世界的需給の逼迫によりMDFの値上げ、原

油価格の高騰で接着剤・梱包材等各種資材の

値上げで仕入れコストが上昇し、一方売上は

減少するという２重苦に苦しんだ。

木質建材メーカーは前年度比▲10％以上減

少したが、９月頃から影響が出始め、決算修正

が続いた。特に一般商流向けの木質建材メーカ

梅木開発営業部長

大竹口事業開発部長

環境保護の高まり考慮
国産材製造事業に重点
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ー減少が大きく供給過多の状態になっている。

今期の見込みは、上期は厳しい状態が続き

マーケットが上がっていかないであろう。下

期に期待する。なお、一般商流向けではビル

ダー・工務店の与信面の注意が必要である。

将来の新規事業では世界的な環境保護の高

まりも考慮し、国産材の製造事業を重点にし、

また環境に配慮したプロジェクトを検討して

いきたい。また、海外子会社からの完成品を

含めた部材調達を推進していく。

――　原材料の影響は今年度も続くと考え

ますか。

大竹口事業開発部長 MDFは一転して値

下げ合戦の状況に移っている。但し、石油価

格は100ドルを超えて留まっており原材料高

の状況は続くと思われる。

――　木質メーカー業界の再編はどう考え

ますか。

大竹口事業開発部長 メーカーによっては

決算が厳しいところがあり、大きな動きが出

てくる可能性がある。全般的には供給過多の

中で、各社生き残りの模索をしている。

司会（三根営業管理部長） 後半の「今後

の事業の取組み」に移ります。昨年度当社は

10年後を目指して全社的事業活動プロジェク

トスピードを発足しました。プロジェクトス

ピードを軸に今年度の木材建材事業本部の方

針を本部長よりお願いします。

橋本部長 当社の長期計画プロジェクト

スピード構想としては以下の３つを考えてい

る。１つは、「木材建材バリューチェーンの構

築」。原材料調達からエンドユーザーの使用

する最終製品まで、全ての領域で当社が関与

する流れを作る。２つ目は「木材の資源化へ

の対応」と「木材調達理念」に基づいた差別

化戦略。前段の展望で述べたが、ロシアを代

表する木材の戦略資材化への対応と合法的・

良質な木材調達による差別化を進める。最後

に「投資ビジネスの展開と拡大」。従来型ビ

ジネスの継続だけでは持続的成長は難しい。

様々なチャンスを狙い事業拡大を図っていく。

プロジェクトスピードを成功に導くために

は今年度は以下の３点に注力していく。①同

じ考え方が組織の隅々まで浸透し舵取りが早

くできること。“誰と会ってこんな話をした”

という情報が共有されると同時に、各人がそ

れぞれの立場で同期的に動けることが必要。

簡単ではないであろうが今期中には達成した

い。②プロジェクトスピードのスタート固め

をする。具体的に何に投資するか確定したい。

③メーカー対策。生産部門と販売部門の連携

が取れていない企業は先行きが厳しい。バッ

クアップ体制の整備を進めることである。

――　各部での事業方針について、また補

足事項がありましたらお願いします。

関本木材部長 流通の中で仕入・販売の強

みを発揮してきた。今後はそれにプラスして

物作りに参入する。例えば、バイオマスエネ

ルギー、植林木を使った新規商品開発、内装

部材製造への投資と販売先の拡大など海外を

含めた投資など。

また、フロアメーカーに対しては、パネル

グループ内に木材原材料チームを組織し、メ

ーカーへの提案をするなど意思疎通とスピー

ドアップを図っていく。

宮崎建材部長 基本的な重点施策に変更は

ない。取引メーカーと組み地域の取引先に状

況に応じた対応をおこない、当社への求心力

を高めて頂けるよう継続的取引拡大と資本展

開を進めていく。商品は率先して環境配慮新

商品取り扱いを拡大していく。また、管材・

設備・鉄鋼二次製品ルートへの販売拡大を進

め当社の存在感をより高める。

高桐イノス事業部長 住宅業界は従来の自

由参加型から排除型市場になってきたと言わ

れている。消費者保護・コンプライアンスの

流れ、あるいは業界の近代化ニーズから規制

事業の取組み
プロジェクトスピードの
スタート固めなどに注力
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が強化されてきているが一般工務店には生き

辛い市場だ。イノスではハウスメーカーにで

きない、一般工務店だけでもできないような

家づくりを進めていく。また当社でしかでき

ない機能として代理店・工務店の勝ち残りの

ノウハウを開発し確立していきたい。

梅木開発営業部長 今年度は工事・物流を

切口に関係会社・関係取引先と連携を深め新

機能・新市場開拓を進める。

大竹口事業開発部長 まずは子会社の予算

達成。そして業界再編への対応。新規事業に

ついては、国産材製造事業、環境関連事業、

海外からの部材調達など検討を進める。

――　最後に前半の「回顧と展望」、後半

の「事業本部の取組み」を通して、まとめを

安藤副本部長にお願いします。また、新年度

から着任された倉光副本部長からも一言お願

いします。

安藤副本部長 各部長

より昨年度の業況報告が

あったとおり、前半は合

板市況、後半は木材製品

市況の悪化、建材・住設

機器の動きの低迷と散々

な１年だった。資材動向

の指標となる住宅着工においては、昨年度年

初から前年度割れのスタートであったが、特

に６月20日の改正建築基準法施行時の認可体

制不備の影響が大きかった。

住生活基本法に基づく上質な住宅・環境に

優れた街づくりを進める中、改正建築基準

法・住宅瑕疵担保履行法・４号特例の廃止

（延期）・性能保証住宅率50％への引上げ・

長期優良住宅（200年住宅）の推進などの施

策は業界の近代化を一気に促進するもので、

まさに川上から川下まで業界全体で待ったな

しの構造改革が始まっている。同時にまた、

各企業においては法令を遵守した経営姿勢が

重視されるようになってきている。変化をチ

ャンスと捉え時代の流れを先取りしていく気

構えが求められている。

未だかつて経験し得なかった大幅な着工減

を含めた一連の変動は、避けては通れない今

後の体制づくりへの教訓であったと受け止め

たい。

物づくり・流通・住宅を含めた総合住生活

関連事業の中で培ってきた経営資源とノウハ

ウを有効に活用し、仕入先・取引先との一層

の共栄を図りたい。

倉光副本部長 私は１

年間木材建材事業本部を

離れて、海外事業本部に

籍を置いていた。アメリ

カの住宅事情を経験した

目から見ると、今からの

日本の木材建材業界の状

況は、サブプライム問題に悩むアメリカの状

況に似ているように思える。

アメリカの現状は、サブプライム問題の影

響で、中小のビルダーが非常に厳しい状態に

なっており、財務体質の脆弱な会社は倒産に

追い込まれるであろう。

次に、OSB工場や製材工場のような素材産

業の統廃合が起こると予想される。最近では、

キャビネット等の住宅機器メーカーにまでサ

ブプライム問題の経営への影響が波及してき

ている。アメリカのこのような状況は縮小す

る日本の住宅業界でも同様のことが起こるで

あろうし、その時に本当の会社の体力の差が

出ると思われる。今後生き残るためのキーワ

ードは、技術力／開発力／コスト競争力と考

えているが、５年10年先を見据えた業界の有

り方を取引先の皆様と一緒に考えて実行して

いきたいと思っている。

――　これで2008年度座談会を終了します。

長時間、また貴重な発言をいただきありが

とうございました。

安藤副本部長

倉光副本部長
変化をチャンスと捉え

時代先取りの気構えで
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問い合わせは、

株式会社ウッドワン　営業推進部

電話：0829-32-3330へ。
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三協立山アルミ（本社：富山県高岡市）は、

主力玄関ドアシリーズ「ラフォース」に、業

界初のアール形状を描いた金属製木目調玄関

ドア「ナチュレ　アールドア」を新たに加え、

発売しました。

昨今の住宅外観の約40％が洋風デザイン

で、本来の洋風住宅にある重厚感や、よりつ

くり込まれた高級感が好まれるようになって

きています（当社調べ）。その洋風住宅でよ

く見かける重厚な木製ドアの雰囲気を、三協

立山アルミ独自のアール曲げ加工技術によっ

て再現し、ワンランク上の存在感と、よりエ

レガントな要素を取り入れた「アールドア」

を開発しました。

ドア上部が美しい曲線を描くアール形状の

金属製ドアは業界初。外国の街並みから抜け

出してきたような「アールドア」のフォルム

は、リゾート風、南欧風などの洋風住宅の外

観によく映えます。

「アールドア」の開発には女性社員が企画

段階から携わり、ターゲットとして想定した

団塊ジュニア世代で、どんな家に住みたいか

の決定権を握っているといわれる奥様の気持

ちをくすぐるデザインとこだわりを各所に織

り込みました。

・ディテールには、アクセントとしてあしら

ったロートアイアン調の飾り鋳物や飾り丁

番、小窓がドアに上質感をプラスし、玄関

まわりの風格を高めます。

・「アールドア」専用の欧風レバーハンドル

は、緩やかな曲線のフォルムと風合いのあ

る色がドアデザインを引き立てます。

・デザイン面の新しさに加え、防犯や断熱性

能（Ｋ３仕様＝次世代省エネルギー基準Ⅲ

地域以南適合、Ｋ４仕様＝Ⅳ地域以南適合）

への配慮もしっかりと施されています。

・100Ｖ電気錠（「キーガル」タイプ、「パッ

シブキー」タイプ）もご用意し、快適な住

まいづくりをサポートします。

＜防犯性の向上＞

・キーは、ピッキングに強いディンプルキー

の「標準シリンダー」とより防犯性に優れ

三協立山アルミから業界初の「アールドア」誕生！

「ラフォース　ナチュレ　アールドア」玄関
ドア

取
扱
先：

住
友
林
業
㈱

製
造
元：

三
協
立
山
ア
ル
ミ
㈱

玄関ドア「ラフォース　ナチュレ　アールドア」タイプＢ８４
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た「高性能シリンダー」から選べます。

・飛び出し寸法を５㎜にスリム化した「薄型

シリンダー」を採用。もぎ取りなどの破壊

行為対策にも効果的な上、ドア本体の美観

も損ないません。

・「防犯サムターン」を標準装備。シリンダ

ーは上下「２ロック」とし、上部は通常サ

ムターン、下部は防犯性の高い着脱タイプ

の「防犯サムターン」。サムターン回し対

策としてサムターンつまみを取り外すこと

により、万一ドアガラスを割られてもサム

ターンがないため、解錠が困難です。

・「ロック付ドアガード」を標準装備。在宅

時に来訪者を確認できるドアガードにロッ

ク機構を装備。サブロックをドアガード受

け側にスライドするだけで、ロック状態に

することができます。ロック状態は緑色の

マークで確認できます。

・こじ開けを防止する、デッドボルトからカ

マ錠が飛び出す構造の「カマ式デッドボル

ト」をドア上下２か所に採用。

・工事期間中に工事関係者が使用するキー

と、受け渡し後お施主様が使用されるキー

を別にする「コンストラクションキーシス

テム」を採用。一度お施主様キーを使用

（施錠）すると、工事関係者の使用したキ

ーは自動的に使用できなくなります。

・同じキーで玄関ドアと勝手口ドアを施解錠

できる「玄関・勝手口同一キー」を用意。

＜人にやさしい設計＞

・ドア本体の有効開口は800㎜以上を確保し

たワイドタイプを用意。

・車イスでもスムーズに通過できるよう、下

枠段差は20㎜（巾木無の場合）に設定。

・お子様やお年寄りにも操作しやすい大型ハ

ンドルは、車イスからでも開けやすいよう

に、取り付け高さに配慮。

・ドアを閉めた時のすき間を14㎜確保し、や

わらかなタイト材を装着。開閉時に万一、

指をはさんでもやわらかなタイト材がある

ので、開閉時のけが防止に配慮。

・ドア本体の下部切り欠け部に樹脂キャップ

を装備し、開閉時にけがをしにくいよう配

慮。また、ガラス額縁・化粧額縁のコーナ

ー部に樹脂部品を装備し、衣類の引っかけ

や清掃時の切り傷などの防止に配慮。

・上下シリンダーは、キーが差し込みやすい

鍵穴のまわりがすり鉢型に。また、鍵穴が

分かりやすい蓄光樹脂を採用。キーは方向

を気にせず差し込める「リバーシブルキー

仕様」。

・操作しやすい大型のサムターンは、施錠時

に施錠マーク（緑色）が見えるので一目で

確認できます。

・リモコンキー操作で離れていてもラクラク

施解錠できる「キーガル」タイプや、携帯

器を身に付けてワンタッチ操作でカンタン

施解錠できる「パッシブキー」タイプも選

べます。

お問い合わせ先は、三協立山アルミ㈱（電

話0766-20-2251）、または住友林業㈱木材建材

事業本部建材部（電話03-6730-3548）へ。

ドアデザイン：５デザイン
カラー：ナチュラルアルダー、ダー
クアルダー、ダークウォールナット
の全３色。
価格帯：318,200円～357,600円
消費税、搬入・組立・取付費、ガラ
ス代（ガラス組み込み商品を除く）
等は含まれておりません。
写真は左からタイプＢ81、Ｂ82、
Ｂ83、Ｂ84、Ｂ85。



◇木造住宅振興の取組
中小住宅生産者の
技術力の向上

木材生産者と連携した
生産体制の整備

木材住宅に係る技術開発

大工技能者の育成「200年住宅」への取組

14

平成20年度の国土交通省住宅局関係予算は

①住宅の寿命を延ばす「200年住宅」への取

組み②住宅・建築物の安全・安心の確保③活

力ある地域づくりの支援④住宅セーフティネ

ットの充実⑤環境に配慮した住宅・建築物の

普及の５点が重点施策。

また、税制改正では、住宅の長寿命化（200

年住宅）促進税制等の新規税制の創設を行う

ほか、住宅取得の促進や良質な住宅ストック

の形成に寄与してきた税制について、その適

用期限の延長等を行う。

超長期住宅の普及・推進のため、先導的な

材料・技術・システム等が導入される等の超

長期住宅にふさわしい提案を有し、超長期住

宅の普及啓発に寄与する事業に対して補助を

行うほか、中小事業者の技術力強化の取組み

に対する支援を行う。

「超長期住宅先導的モデル事業」に関して

は、国交省はこのほど同事業の提案募集を開

始した。募集する提案事業は①住宅の新築②

既存住宅等の改修③維持管理・流通等のシス

テムの整備④技術の検証⑤情報提供及び普及

の各部門で、それぞれ先導的な提案があり、

かつ公開等により超長期住宅の普及に寄与す

ることが求められる。

提案が採択されれば、事業推進に必要な費

用の３分の２以内、住宅を新築、改修する場

合には１戸当たり200万円まで補助される。

また、超長期住宅に対応した民間住宅ロー

ンの開発を促進する観点から、住宅金融支援

機構の証券化支援業務について、超長期の償

還期間の設定が可能となるよう措置（現行：

35年→50年）するほか、既存住宅取得時にお

けるリフォームを支援するため、既存住宅の

取得に対する融資限度の見直し（改修費用の

上乗せ）や、住替え先住宅の取得費用に係る

貸付について、住宅金融支援機構の証券化支

援業務における民間住宅ローンの買取り要件

（完済時年齢要件等）を緩和するとともに高

齢者居住安定基金による住替え支援のための

保証制度の対象を拡充（現行：賃貸化する持

住宅長寿命化など促進
木造の技術開発を支援

平成20年度国土交通省

住
宅
局

関
係
予
算
の概

要

「超長期住宅先導的
モデル事業」を創設
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ち家の所有者の年齢50歳以上→年齢要件撤

廃）する。

住宅・建築物の安全・安心の確保について

は、住宅・建築物や住宅市街地の地震防災対

策を強力に進めるとともに、住宅購入者等の

消費者保護や建築技術の進歩に対応した建築

基準の整備等を通じ、取組みを推進する。

新築住宅の瑕疵担保責任の履行確保では、

中小住宅生産者の確実な瑕疵保証の履行を支

援する観点から、住宅保証基金を増額し、民

間の保険法人が同基金を広く活用できるよう

基金の活用主体の拡充を行うとともに、保険

法人における住宅の検査体制等の整備や住宅

事業者・消費者に対する普及・啓発、住宅紛

争処理体制の整備等に要する費用について補

助する。

また、重点を置く環境に配慮した住宅・建

築物の普及については、業務部門・家庭部門

のCO２排出量が増加傾向にある中、住宅・建

築物における省CO２対策を強力に推進するた

め、省エネ性能の高い住宅・建築物の普及を

促進する。

2005年２月に発効した京都議定書（本誌３

月号№510特集既報）では、日本は第１約束

期間（2008～2012年）に温室効果ガスの排出

量を基準年（1990年）と比べて６％削減する

ことになっているが、民生部門（業務・家庭

部門）のCO２排出量は、約４割増加しており、

抜本的な対策が必要になっている。

このため20年度予算では、①住宅・建築物

「省CO２推進モデル事業」の創出②中小事業

者等による住宅・建築物に係る省エネ対策の

強化③住宅設備を含めた総合的な省エネ評価

方法の開発を行う。

なお、木造住宅の振興に関しては、市場競

争力の強化、中小住宅生産者の技術力の向上

等を図るため、超長期住宅の先導的モデルの

整備、木造住宅に係る技術開発、木材生産者

と連携した木造住宅生産体制の整備、大工技

能者の育成等の取組みを推進する。

具体的には、伝統的に培われた技術・技能

を活かした超長期住宅の先導的モデルの整備

等により、長期にわたり使用可能な木造の

「200年住宅」の開発・普及を推進し、木造住

宅生産の主要な担い手である中小住宅生産者

等の技術力と木造住宅の安全性及び信頼性の

向上を図る。

また、地域建材の活用等による木造住宅市

場の活性化を図る一方、木造軸組工法に係る

構造計算用の部材強度、接合部強度に関する

データベースの整備を行うとともに、伝統的

な技術を活用した質の高い木造住宅に係る技

術開発への支援を推進する。

環境に配慮した住宅・
建築物の普及を推進

資料：住宅保証だより　2008.3



16

国土交通省が発表した平成20年３月の新設

住宅着工戸数（上表参照）は前年同月比5.6

％減の８万3,991戸となり、回復基調だった

１、２月の１ケタ減から再び２ケタ台の減少

となった。貸家と分譲の大幅減が響いた。

この結果、平成19年度（19年４月～20年３

月）の新設着工は前年度比19.4％減の103万

5,598戸（詳細は次号掲載予定）で５年ぶり

の前年度割れとなった。

３月の着工戸数は、持ち家が前年同月比

6.1％減の２万4,500戸で14カ月連続の減少、

貸家は同22.0％減の３万949戸で９カ月連続

の減少で２月の同3.1％減から２ケタ減の大

幅なマイナスとなった。

分譲住宅も同18.0％減の２万7,492戸で同じ

く２ケタ減となり、分譲のうちマンションは

同22.2％減の１万7,587戸で９カ月連続で減少

した。

構造別では木造が同2.6％減の３万9,563戸

で４カ月ぶりの減少に転じ、工法別ではプレ

ハブが同8.9％減の9,760戸で１、２月の連続

増からマイナスとなり、２×４も同2.6％減

の7,598戸で４カ月ぶりの減少となった。

着工の先行指標となる３月の建築確認件数

は、同14.8％減の４万9,374件だった。

再度２ケタ減の15.6％減に
３月の新設住宅着工

平成20年３月の新設住宅着工

プレハブ新設住宅：構造別、利用関係別戸数

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅：利用関係別戸数

新 設 住 宅 計
建　築
主　別

公 共
民 間
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅
民 間 資 金
公 的 資 金
公 営 住 宅
公 庫 融 資 住 宅
都市再生機構建設住宅
そ の 他 の 住 宅
木 造
非 木 造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造
コンクリートブロック造
そ の 他

83,991
1,801
82,190
24,500
30,949
1,050
27,492
75,225
8,766
1,483
3,160
0

4,123
39,563
44,428
2,263
26,811
15,253
17
84

1.2
△10.4
1.5
8.9

△06.4
62.0
2.7
1.0
3.6

177.7
6.1

△100.0
△05.0
7.4

△03.6
47.8

△03.9
△08.0
△19.0
△01.2

△15.6
△11.1
△15.7
△06.1
△22.0
344.9
△18.0
△17.1
0.1
20.8
16.8

△100.0
1.7

△02.6
△24.5
△25.9
△34.6
3.7

△48.5
△01.2

対前年同月比
（％）

千㎡戸
対前月比
（％）

7,420
126
7,294
3,250
1,434
54

2,682
6,646
774
103
284
0

388
4,076
3,344
174
2,036
1,125
2
7

8.8
△03.3
9.0
11.1
△ 1.8
46.8
11.8
9.3
4.5

183.5
4.6

△100.0
△01.6
10.6
6.7
52.1
7.8

△00.0
21.9
30.8

△13.1
△02.8
△13.3
△07.2
△24.7
171.6
△13.9
△14.5
0.2
17.3
15.6

△100.0
△03.0
△05.4
△21.0
△20.5
△30.5
5.0

△29.6
△34.7

対前月比
（％）

対前年同月比
（％）

利　用
関係別

資金別

構造別

△は減

国土交通省「建築着工統計」

戸　　　　　　　　　数 床 面 積 の 合 計

構　　造　　別
合 計
木 造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造

戸
9,760
1,435
481
7,844

対前年同月比（％）
△08.9
5.7
22.7

△12.5

利 用 関 係 別
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅

戸
4,115
4,702
186
757

対前年同月比（％）
△02.9
△18.2
6100.0
4.0

利 用 関 係 別

木 造

合 計

戸
7,538

対前年
同月比

％
△ 2.6

持 家

戸
2,024

対前年
同月比

％
△ 6.9

貸 家

戸
4,237

対前年
同月比

％
5.8

給与住宅

戸
5

対前年
同月比

％
150.0

分譲住宅

戸
1,272

対前年
同月比

％
△ 18.3
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